
市民の健康増進やごみの処理などに使われ
ます。
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目的別に見た歳出の状況

保育施設の運営や、高齢者や障がい者、生
活困窮者などの福祉施策に使われます。

市役所や市民会館などの運営、税金の徴収
や住民票の発行、広報げろの発行などに使
われます。

道路や橋の整備、公園や市営住宅の管理な
どに使われます。

大きな施設や道路をつくるときに、国や銀行な
どから借り入れたお金の返済に使われます。

農業や林業、水産業を振興する事業などに
使われます。

学校教育や社会教育の実施、小 ･ 中学校や
体育館、公民館、図書館の管理運営などに
使われます。

観光の振興や観光施設の管理、商店街や中
小企業を応援する事業などに使われます。

民生費

公債費

総務費

教育費

土木費

衛生費

商工費

農林水産業費

20.6% 49億8,908万円

4.1% 9億9,664万円

17.1% 41億3,829万円

12.2% 29億4,831万円

11.3% 27億2,736万円

15.1% 36億4,652万円

7.9% 19億875万円

5.8% 14億1,625万円
議　会　費   0.5%　1億1,859万円
労　働　費   0.1%      　1,692万円
災害復旧費   0.1%未満 　877万円

　平成29年度の一般会計の決算額は、歳入が249
億4,198万円、歳出が242億27万円で、翌年度へ
繰り越すべき財源1億3,806万円を差し引いた実質
収支は6億365万円の黒字となりました。
　平成29年度決算の特徴として、新クリーンセン
ターや庁舎・振興事務所、南部学校給食センター
の整備などの大型事業の実施により、歳入歳出と
もに前年度より大幅な増額となりました。　
　歳入は、前年度に比べ28億7,902万円の増とな
りました。これは、各種補助事業の実施に伴う国
庫支出金の増、新クリーンセンターや庁舎・振興

事務所、南部学校給食センター整備の実施に伴う
地方債および財政調整基金からの繰入の増などに
よるものです。一方で、普通交付税の段階的縮減
などにより地方交付税が2億4,531万円の減額とな
りました。
　歳出は、前年度に比べ27億8,842万円の増とな
りました。これは、前述の大型建設事業の実施に
伴う普通建設事業費の大幅な増や、中学生学校給
食費の負担軽減の財源に充てるための子育て応援
基金、消防防災施設整備等の財源に充てるための
消防防災基金への積立てなどによるものです。 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　【財務課】

平成 29 年度 決 算 報 告

歳出合計 242億27万円

■決算概要

消防車や救急車の管理や消防署の整備、消
防団の運営などに使われます。

消防費
5.3% 12億8,479万円
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※額は千の位を四捨五入し万単位としていますので、
　合計と一致しない場合があります。

歳入（１年間の全ての収入）

歳入合計 249億4,198万円歳出合計 242億27万円
歳出（１年間の全ての支出）

85億

4,866万円

34.3％

163億

9,332万円

65.7％

人件費
35億2,638万円　 14.6%

扶助費
23億8,207万円 　9.8%

公債費
29億4,831万円 　12.2%

普通建設事業費
55億3,840万円 　22.9%

物件費
28億4.880万円 　11.8%

公共施設の建設
などにより一度に
多額の費用が
必要なときに、
借り入れる
長期の借金

各種団体への
補助金や交付金、
保険料、
謝礼など

委託料や
使用料、光熱水費
消耗品費
備品購入費
修繕費など

市が借り入れた
お金とその利子を
返済する
ための経費

公共施設、
公用施設の
建設事業に
使う経費

市長や議員、
一般職員への
報酬や給与

児童、高齢者、
障がい者、

生活保護などの
福祉的な経費

国や県の決めた
ルールにあった
仕事をした場合に、
その費用の一部
または全部を
受け取ることが
できるお金

全ての県や
市などに一定の
サービス水準を
保障するために
国から分配される

お金

一般会計 歳入歳出の状況

災害復旧事業費
900万円　 0.1%未満

維持補修費
4億1,986万円 　1.7%

投資及び出資金
4,670万円　 0.2%

貸付金
5億1,850万円 　2.1%

繰出金
33億2,208万円 　13.7%

積立金
11億144万円 　4.6%

15億3,873万円　 6.4%
補助費等

47億725万円　18.9%
市税

88億

5,676万円

36.6%

支出が義務

付けられて

いる経費

市が自主的に

財源として調

達するお金

国や県から

受け取った

り、借り入

れるお金

55億

4,739万円

22.9%

97億

9,611万円

40.5%

投資的経費

義務的経費 自主財源

依存財源

その他の

経費

地方譲与税
1億9,813万円　 0.8%

地方消費税交付金
6億1,304万円　 2.5%

利子割交付金
873万円　 0.1%未満

ゴルフ場利用税交付金
417万円 　0.1%未満

株式等譲渡所得割交付金
2,006万円　 0.1%

地方特例交付金
942万円 　0.1%未満

配当割交付金
1,712万円　 0.1%

自動車取得税交付金
6,096万円 　0.2%

繰入金
16億1,831万円　 6.5%

繰越金
6億5,112万円 　2.6%

財産収入
7,367万円　 0.3%

使用料及び手数料
5億2,683万円 　2.1%

分担金及び負担金
5,843万円　0.2%

諸収入
8億2,201万円　 3.3%

寄附金
9,103万円　 0.4％

86億1,220万円 　34.5%
地方交付税

交通安全対策特別交付金
298万円　 0.1%未満

20億2,132万円 　8.1%
国庫支出金

県支出金
12億3,830万円 　5.0%

35億8,690万円 　14.4%
市 債


